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2020年度愛知県環境審議会 大気・騒音振動部会書面審議 会議録 

１ 開催期間 

令和３年１月27 日(水)から２月３日(水)まで 

２ 開催方式 

書面審議による開催 

３ 出席委員 

  別添のとおり 

４ 議 事 

報告事項 

（１）部会長代理の指名について 

（２）大気汚染調査結果について 

（３）PM2.5 の状況について 

（４）塩化メチル及びアセトアルデヒドに係る指針値の設定について 

（５）交通騒音・振動の調査結果等について 

（６）大気汚染防止法の一部改正（石綿関係）について 

（７）新幹線鉄道騒音に係る環境基準の適用について 

５ 議事概要 

議題

番号

ページ

数等

意見・

質問

委員名

委員の意見等 事務局回答 

2 2 山澤

結果の評価の文で二酸化硫黄及び一酸

化炭素は光化学オキシダントと横並びで

「ほぼ横ばい」ではなく、これら二者は環

境基準より十分低い状況が維持されてい

ることが分かる表現が良いと考える。 

 御指摘を踏まえ、今後の評価に当たって

は、二酸化硫黄及び一酸化炭素は、環境基

準より十分に低い状況が維持されていること

が分かる表現と致します。 

2 3 大石

光化学オキシダントのみ、すべてで未達

成の状況が 10 年以上にわたって変わっ

ていない（グラフは微増にも見える）。また

他の項目がほとんど達成しているなかで

光化学オキシダントの未達成が際立って

いる。その理由や改善策への言及が必要

ではないか。 

  大気汚染対策に係る様々な取組の推進

によって、我が国の光化学オキシダントの原

因物質である窒素酸化物や揮発性有機化

合物等の大気環境中の濃度は減少しつつ

あるものの、光化学オキシダント濃度のレベ

ルは未だに高く、愛知県のみならず、全国

の環境基準達成率も毎年ほぼ０％であり、

注意報等も発令されている状況です。これ

は、光化学オキシダントの生成に関わる窒

素酸化物と揮発性有機化合物の相互作用

により、片方が大きく減少しても光化学オキ

シダント濃度は減少しないこと、NO 排出量
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が減少したことにより NO タイトレーション効

果が低下することなどが原因であり、本県に

おいても光化学オキシダントレベルの改善

に向けて道半ばの状況です。 

 改善策として、原因物質をさらに減らす必

要があることから、現在、国において、光化

学オキシダント及び前駆物質に係る大気環

境中の状況と排出状況の把握、追加的な対

策の検討に向けた解析が実施されており、

今後、光化学オキシダント対策の方向性と、

さらなる排出抑制策の検討が実施される予

定です。 

 本県としましては、国の検討状況を注視し

てまいります。 

2 １～８ 榊原

大気汚染常時監視結果について、「光化

学オキシダント以外はすべての測定局で

環境基準を達成した」とあり、全般的には

良い状況と考えられる。しかし、以前、長

年大気汚染を気にされている住民（東海

市）がいらっしゃるという話をを聞いたこと

があり、現在の定点測定では反映されて

いない大気汚染地域がないか気になって

いた。住民らからの相談などを（市町村か

らの報告も含め）把握する仕組みが整備

されているのかどうか知りたい。また、その

ような場合は、市町村が対応されるのか、

愛知県としてはどのような助言や指導がな

されるのかを知りたい。 

 測定局における常時監視に加えて、大気

汚染測定車による調査（１地点約３週間測

定）を実施し、自動車排出ガス等による局地

的な大気汚染の実態を把握しています。 

 この調査は、市町村等からの依頼により実

施しており、住民からの相談等を受けている

ものもあります。 

 また、毎年、市町村の大気担当者に対す

る説明会を開催するなど、情報の共有を図

っています。 

2 p.1-4 杉山

光化学オキシダントについて、濃度は横

ばいで、環境基準達成した測定局はなか

ったとの結果でした。これは近年の傾向

であり、全国の測定局も同様の結果であ

ることから、県として何らかの見解をお持

ちでしたらご教示下さい。情報提供がある

と良いと思います。 

また、光化学スモッグは気象条件に左右

されますが、今後、光化学オキシダント濃

度が減少しない傾向が続くとすれば、現

在の対策を見直し強化する必要があるの

でしょうか。 

 大気汚染対策に係る様々な取組の推進に

よって、我が国の光化学オキシダントの原因

物質である窒素酸化物や揮発性有機化合

物等の大気環境中の濃度は減少しつつある

ものの、光化学オキシダント濃度のレベルは

未だに高く、愛知県のみならず、全国の環

境基準達成率も毎年ほぼ０％であり、注意

報等も発令されている状況です。これは、光

化学オキシダントの生成に関わる窒素酸化

物と揮発性有機化合物の相互作用により、

片方が大きく減少しても光化学オキシダント

濃度は減少しないこと、NO 排出量が減少し

たことにより NO タイトレーション効果が低下

することなどが原因であり、本県においても

光化学オキシダントレベルの改善に向けて

道半ばの状況です。 

 改善策として、原因物質をさらに減らす必

要があることから、現在、国において、光化

学オキシダント及び前駆物質に係る大気環

境中の状況と排出状況の把握、追加的な対
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策の検討に向けた解析が実施されており、

今後、光化学オキシダント対策の方向性と、

さらなる排出抑制策の検討が実施される予

定です。 

 本県としましては、国の検討状況を注視し

てまいります。 

2 

光化学

オキシ

ダント

につい

て 

東海

林 

光化学オキシダントの環境基準が長期に

わたり非達成であることについて、その主

な原因とこの状況は全国的にみられること

を簡単に触れておくことが望ましいと思い

ます。 

 御指摘を踏まえ、今後の評価に当たって

は、全国的に同様の傾向であることが分かる

表現と致します。 

2,3   光田

PM2.5 の状況について新型コロナウイル

ス感染症の影響が示唆されていますが、

その他の大気汚染物質の測定結果と新

型コロナウイルス感染症による経済活動と

の関連はありませんでしたでしょうか。 

 資料３は、2019 年度に本県の PM2.5 が３

年ぶりに環境基準を全局で達成したことか

ら、その原因について解析したものであり、

測定データとして、2020年３月までのPM2.5

のみ整理いたしました。 

 なお、国においては、新型コロナウイルス

感染症緊急事態宣言等の影響による大気

汚染状況の変化について解析（注１、２）して

おり、ここではPM2.5、光化学オキシダント及

びこれらの前駆物質であるＮＯxについて整

理され、PM2.5及びＮＯxについては緊急事

態措置による社会経済活動の変化が一定

程度、大気濃度の減少に寄与するということ

が示唆されています。 

 なお、光化学オキシダントについては、大

きな濃度の変化が見られなかったとのことで

す。 

注１：2020 年 6 月 26 日微小粒子状物質等

専 門 委 員 会 （ 第 12 回 ）  資 料 ３
https://www.env.go.jp/council/07air-

noise/y078-12/mat1203.pdf（2021.2.5 アクセス）

注２：2020 年８月 19 日中央環境審議会大

気・騒音振動部会（第 14 回） 資料５-２
https://www.env.go.jp/council/07air-

noise/y070-14/mat5-2.pdf（2021.2.5 アクセス）

3 4 山澤

コロナの影響がない 4，5 月も微小粒子状

物質が低い要因は何かあり得るか検討し

ては如何か。 

また、関連する図（＋キャプション）のみ見

た場合に何の図であるか分かる様に

PM2.5 のキーワードが入っている方が良

いと思う。 

 2019 年４月の PM2.5 の月平均値は、2012

～2019 年度の８年間で最低（10.6μg/m3）

でしたが、名古屋地方気象台における気温

と降水量は「平年並み」、日射量は「多い」で

あり、PM2.5 が低い要因はわかりませんでし

た。また、2019年５月（13.3μg/m3）は、2018

年５月（13.0μg/m3）より高いですが、８年間

では２番目に低い状況です。 

 今年度は新型コロナウイルス感染症緊急

事態宣言等の影響も考えられることから比較

しにくいですが、春に低値となることについ

て、今後も注視してまいります。 
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 関連図については、PM2.5 と分かるよう修

正いたします。 

3 4 長田

18 年以前に比べて、19 年度の「1～3 月

だけが低い」わけではない（図５）。名古屋

でのデータのみから、記載の内容（中国

でのロックダウンの影響）を推測するのは

難しいので、板橋らの文献を引用するか、

COVID19 に関する記述を弱めるか、どち

らかではないか。 

 御指摘のとおり、板橋らの文献を引用し、

資料３を修正いたします。 

3 図 2
東海

林 

PM2.5 の全国的な減少についての原因

および愛知県において 2011 年から 2012

年にかけて大きく減少していることの原因

を記述したほうが良いと思われます。また

福岡県だけが高いのはどうしてでしょう

か？ 

 PM2.5 濃度の全国の年平均値が減少して

いるのは、国内及び東アジア地域における

様々な対策・取組によります。 

 愛知県の年平均値が、2011年度から2012

年度にかけて大きく減少しているのは、対策

の効果の他、本県においては2009年９月に

PM2.5 の環境基準が設定されたことを受け

て、PM2.5 の自動測定器を濃度が高いと予

想される地点から段階的に整備したことも原

因と考えられます。 

 福岡県が他都府県と比べて高いのは、大

陸からの越境汚染の影響を強く受けることが

要因です。 

3 
3頁

最下段

東海

林 

2020 年 1 月～3 月の月平均値の低値の

原因としてコロナによる中国の都市封鎖

による影響と結論付けていますが、これを

示す具体的根拠はありますでしょうか？あ

れば出典を明記していただければと思い

ます。大陸からの影響の大きい福岡県に

ついても図 3～5 のような傾向があれば大

陸影響について言及できるのではと思い

ます。 

 板橋秀一、王哲、弓本桂也、鵜野伊津志

「COVID-19 に対する中国のロックダウン期

間における PM2.5 越境輸送の変容」（大気

環境学会誌，55，239-247（2020））によれ

ば、長崎県五島における PM2.5 濃度は、

2018、2019 年の同期間（１～３月）と比較し

て、2020 年は明瞭に減少しており、特に２月

後半から３月にかけて高濃度が観測されるこ

とが少ないことから、中国のロックダウン時に

大陸からの越境輸送に大きな変化があった

ことが示唆されるとのことです。（2019年度の

福岡県の結果はまだ公表されていません。）

4   山澤

（質問）指針値設定に伴い、今後愛知県と

して測定及び評価を行い、資料２の形で

取りまとめることになるのか？ 

 塩化メチル及びアセトアルデヒドについて

は、今年度（2020年度）の調査結果から評価

を行い、資料２に掲載します。 

4 2 長田

図４の凡例がわかりにくい。白黒印刷では

ないし、PDF 版ではカラーで示して欲し

い。 

 御要望のとおり、カラーで示します。 

4 2 長田

図７に示したアセトアルデヒドについての

年平均値の濃度範囲は、指針に対する愛

知県下の様子を説明するためには有効で

ある。しかし、個別データの範囲や、月平

均、年平均の中央値や上位５％がどのく

らいの値なのかも示してもらえると、濃度

分布の概要がわかって良いと思う。 

 有害大気汚染物質の環境基準及び指針

値は、１年平均値で評価することとされてい

るため、図６、７は年平均値の濃度範囲を示

しております。 

 なお、塩化メチル及びアセトアルデヒドの

各年度の全地点測定値の最大値、最小値、

上位５％値、月平均値及び年平均値の中央

値は後日お示しします。 
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4   光田

塩化メチル、アセトアルデヒドのこれまで

の測定地域は、比較的高濃度と思われる

地域で測定が行われていると考えてよろ

しいのでしょうか。 

 有害大気汚染物質等モニタリングは、地域

特性を踏まえた地点で、経年変化を把握す

るため毎年度調査を行っています。なお、有

害大気汚染物質は試料採取方法及び分析

方法毎に多物質同時分析を行っており、物

質毎に地点を変えておりません。 

 塩化メチルについては、調査地点周辺に

大気中に多量に排出する事業所（固定発生

源）はありません。一方、アセトアルデヒドは

自動車排ガス中に含まれることから、17地点

のうち８地点は沿道で測定しており、そのう

ち２地点は自動車と固定発生源の両方の影

響を受ける地点です。 

5 2 大石

表4の超過した9地点に共通点があれば

知りたい。 

いずれの地点も、昼夜とも交通量の多い国

道のため、通常は夜間の測定値は低くなる

ところが、この9地点は測定値が昼夜に差が

ありません。 

このため、夜間の要請限度を超過(国道 23

号線（飛島村)は昼夜とも）しております。 

5 3 大石

(3)今後の対応 3 行目の「要望」は「要請」

ではないか。「事業者は...しております」

の部分、他者の意向を明言できるか？

（できるのであれば良いが） 

毎年、JR 東海に対し、東海ブロック騒音・振

動・悪臭連絡会議（構成：愛知県、岐阜県、

三重県、静岡県及び各県の政令市、中核

市、施行時特例市）や愛知県新幹線公害対

策連絡会議（構成：愛知県、県内新幹線沿

線市町）、愛知県からそれぞれ要望書を提

出し、新幹線騒音・振動対策の推進の働き

かけを行っています。その際、JR東海からそ

の具体的な対応策を確認しております。 

5 2 水尾

要請限度の超過が前年度より増えている

のは、計測を 4 地点増やした結果です

か？ 

この増やしたところは、どうして増やすこと

になったのでしょうか？また超過地点が 3

地点増えているところの今後の改善見込

みはあるのでしょうか？ 

市町村は調査地点を固定点とローリング地

点として実施しております。前年度より超過

地点が増加したのは、前年度調査を行って

いなかった地点（ローリング地点）です。 

調査地点については、各市町村が地域の状

況を踏まえ、それぞれの考え方で実施して

いるため、県での調整は行っていません。 

今後の対応については、当該市町村で道路

管理者等に意見を述べるなど、検討すること

となります。 

6 3 山澤

是非、積極的に周知・啓発を行っていた

だきたい。関係者対象の活動も重要だ

が、機会があればてマスコミをとおした一

般向けの啓発活動も効果が期待されるの

ではないか。 

 毎年、「アスベスト対策に関する講習会」を

開催しており、開催の際は、記者発表しその

周知を図っております。昨年度は、災害時に

備えた石綿対策、解体等工事における石綿

の飛散防止対策等、テーマを変えて３回開

催し、石綿飛散防止対策の徹底を周知・啓

発しました。こうした講習会等を活用し、改正

法の内容を周知するとともに、ご指摘を踏ま

え、一般向けのわかりやすいリーフレットの

作成や広報を活用した啓発活動等を検討
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し、幅広くアスベスト飛散防止対策の徹底を

周知・啓発していきたいと考えております。 

6 １～４ 榊原

今回の法改正に沿った適正処理には手

間、時間、経費増大の影響が大きく、多岐

にわたる法適用対象者の理解・納得が欠

かせません。また、昨今の石綿含有珪藻

土マットの問題や建設労働者の石綿被害

の責任問題の最高裁判決の社会的影響

もあります。 

・法改正に対応できる人材の育成、配置

は不足することはないでしょうか。 

・建物の解体作業の発注者や受注者だけ

でなく、市民、建設労働者も含めた石綿

に関する啓発や教育の機会をさらに積極

的に持つべきだと考えます。 

・愛知県にはアスベスト対策協議会が設

置されているとのこと、一層の先進的なア

スベスト対策を期待します。 

 人材育成として、担当職員には、研修、講

習会等を受講させるなど、専門知識や技能

の習得に努め、今後も適切な監視・指導体

制のもと、法令に基づく規制指導を行ってま

いります。また、検査項目を精査するなど効

率的な立入検査に努めます。 

 石綿に関する啓発、周知につきましては、

毎年、アスベスト対策協議会と共催で、「アス

ベスト対策に関する講習会」を開催してお

り、昨年度は、災害時に備えた石綿対策、解

体等工事における石綿の飛散防止対策等、

テーマを変えて３回開催し、石綿飛散防止

対策の徹底を周知・啓発しました。こうした講

習会等の機会を捉え、改正法の内容を周知

するとともに、国等の先進的な石綿対策の

情報収集とその活用を検討してまいります。

また、一般向けのわかりやすいリーフレット

の作成や広報を活用した啓発活動等を検討

し、幅広くアスベスト飛散防止対策の徹底を

周知・啓発していきたいと考えております。 

6   光田

改正に関する内容を幅広く周知するため

の啓発、説明会等は、計画されていると

おり実施いただきたいと思います。また、

今回の法改正に直接関係した意見では

ありませんが、石綿による健康影響に関し

ては、重大な問題であり、災害等で予期

せず、建物の解体しなければならない状

況が生じるケースもあり、その場合の対応

等、備えをしておく必要があるのではない

でしょうか。また、特に、そのような場合に

おいては、住民にも適切な対応策の情報

を提供するなどが必要であるように思いま

す。 

 毎年、「アスベスト対策に関する講習会」を

開催し、石綿飛散防止対策の徹底を周知・

啓発しており、こうした講習会等を活用し、改

正法の内容を周知してまいります。 

 また、災害時の対応につきましては、今回

の法改正により、災害時に備え、都道府県

等に対し、建築物等の所有者等による建築

物等の石綿含有建材の使用状況の把握を

後押しすることが規定されました。現在、国

では「災害時における石綿飛散防止に係る

取扱いマニュアル」を策定しており、今回の

法改正を踏まえ、当該マニュアルの改訂を

検討しております。本県といたしましても、災

害時に迅速かつ円滑に石綿の飛散防止対

策が実施できるよう、国の動向を注視しなが

ら、県独自のマニュアルの策定について検

討していきたいと考えております。 


